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２０２３年５月２４日 

 

大阪市長 横山 英幸 様 

[大阪地裁]「２０２０年（行ウ）第１２４号 賃金等請求事件」 

（コロナ在宅勤務不払い裁判） 

原告 松田 幹雄（元・大阪市立学校教諭） 

支援者 一同 

（連絡先 教職員なかまユニオン 090-1914-0158[笠松]） 

 

 前略。 

 ５月１７日、大阪地方裁判所（横田昌紀裁判長）は、松田幹雄が原告の表記の事件（裁判）につ

いて、被告の横山英幸大阪市長に対して、 

 「主文 

１ 被告は、原告に対し、９万４２６２円及びこれに対する令和２年９月３０日から支払済み

まで年３％の割合による金員を支払え。 

２、３ （略） 

４ この判決は、第１項に限り、仮に執行することができる。」 

との判決を出しました。 

 私たちは以下の理由から、横山市長が控訴をせずにこの判決を確定させることを申し入れます。 

 

①  

 判決文でこう書かれていることは重要です。（２１～２２ページ） 

 「ウ 裁量権の逸脱又は濫用について 

    ３月当時、世界的にも新型コロナに関する十分な知見が得られておらず、政府を含めて、

日々刻々と変わる事態などに応じて、感染予防対策や罹患後の治療方法等を模索していた状

況にあり（公知の事実）、教育機関においても様々な局面で難しい判断を迫られていたこと

は容易に推認できるものの、当審における被告の主張立証を含む上記イ(ウ)の事情に照らす

と、新型コロナに関する社会情勢等といった考慮すべき事情を考慮しないまま、本件承認取

扱基準を形式的に適用した市教委の見解に専ら依拠して、本件承認研修を承認しなかったと

いう●●校長の判断は、考慮すべき事情を考慮せずになされたものであって、上記２で説示

した通り、●●校長は、原告に対し、市教委の見解が示されるまで本件承認研修を承認する

ことを前提とする対応をしていた経緯も併せ考えれば、上記判断は社会通念上著しく妥当性

を欠き、裁量権の範囲を逸脱又は濫用したものとして違法というべきである。」 （下線は

引用者） 

 

 これはどう読んでも、「違法というべきである。」と断罪されたのは校長だけではなく、むしろ

校長権限に介入してその判断を歪めた大阪市教委の方です。その経過は１８ページにより具体的

に、判決理由として以下のように書かれています。 

 「ア ●●校長の判断の根拠 



    ・・・●●校長は、３月２４日に市教委から連絡を受けるまで、本件承認研修を承認する

方針であったと認められるところ、同日に市教委から本件承認研修を承認できない旨の連絡

を受けると、それまでの方針を覆し、これを承認しないものとして、直ちに本件出勤命令を

発している。（認定事実(7)イウ） 

    このように、●●校長は、特例法２２条２項に定められた承認要件ではなく、専ら市教委

の見解に依拠して本件承認研修を承認しないとの判断をしたものであるが、・・・」 

 

②  

 今回の判決で「違法」とされたのは、教育委員会による「新型コロナに関する社会情勢等といっ

た考慮すべき事情を考慮しないまま、本件承認取扱基準を形式的に適用した市教委の見解」そのも

のです。 

 また当時私たちは、松井・前市長に重ねて繰り返し、「大阪市コロナ対策本部長としての責任で

の判断」を文書等で求めましたが、一切の対応・回答はありませんでした。その意味では、知って

いながら放置した市長の責任もまた、今回の大阪市の敗訴判決で問われていると思います。 

 

③  

 この間の大阪市のコロナ対策に関係して、「形式的」で「違法というべきである」とされた本判

決を横山新市長が仮にも受け入れずに控訴することは、司法に批判された前市長の判断の誤りを単

に引き継いでしまうことにとどまらず、全てのコロナ対策についての今後に向けた検証全体を、新

市長として「放棄」宣言するにも等しいものです。 

 コロナが小康状態で５類に移行した今こそ、東京よりはるかに人口が少ない大阪が、コロナ死亡

者が全国１だという現状の、行政としての検証責任は大きい課題です。 

 本件判決の不控訴を判断し、仮執行を待たずに判決の金員を直ちに支払うことは、その検証作業

の第一歩になり、新市長としての責任です。（前市長の明確な誤りまでも引き継ぐ必要は、全くあ

りません。） 

 

④ [付記] 

 上記判決文の「●●校長は、３月２４日に市教委から連絡を受けるまで、本件承認研修を承認す

る方針であったと認められるところ、同日に市教委から本件承認研修を承認できない旨の連絡を受

けると、それまでの方針を覆し、これを承認しないものとして、直ちに本件出勤命令を発している。」

という経過は、コロナ対策だけに限らず、この１０年近くの大阪市立校の学校現場の問題点を露呈

しています。 

 前市長の教育委員会を通じた学校教育への政治介入は、校長の無責任な学校運営と労務管理、

「校長の崩壊」と言うべき状況を広げています。その中で、子どもたちと教職員が苦しんでいます。 

 本件判決を控訴せずに受け入れて立ち止まることが、大阪市の教育行政全体の根本的改革にもつ

ながることを期待します。 

 

以上です。 


